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報道機関各位 

尼崎商工会議所 

会頭 氏平 競重 

 

「地域力連携拠点」の開設について 

 

尼崎商工会議所は、国の「地域力連携拠点事業」を受託し、以下のとおり事業を実施することになりまし

た。県内では、本会議所のほか、資料 1の 6機関が採択の内示を受けており、事業の実効性を高めるために、

これらの採択先とも連携しながら、事業を実施する予定です。 

 

【 事業の目的 】 

「地域力連携拠点」として、応援コーディネーターを配置し、他の支援機関等と連携して経営力向上

や事業承継等の先進的な経営支援を行い、小規模企業を始めとする中小企業の経営力向上、創業・再チ

ャレンジ、事業承継等の課題対応を支援することにより、小規模企業等が中長期的に発展するための経

営基盤の強化を図ることを目的とする。 

【 事業の概要 】 

①支援対象地域 

      尼崎市、西宮市、伊丹市、宝塚市、川西市 

②事業の全体像及びポイント 

   尼崎市、西宮市、伊丹市、宝塚市、川西市地域を対象に、尼崎商工会議所が中核拠点となり、西

宮、伊丹、宝塚の各商工会議所、川西市商工会地域の小規模企業等に対して、中小企業の経営力向

上、創業並びに事業承継支援事業を実施する。上記地域のうち、西宮商工会議所に経営革新並びに

創業支援、事業承継の相談事業、専門家派遣、情報提供事業の一部を再委託する。 

     また、事業推進に当たり、応援コーディネーターとして、中小企業診断士並びに経営指導員を配

し、地域の中小企業支援機関、金融機関と連携し、新事業への挑戦や新分野進出を目指す小規模企

業等の発掘及び同企業等が抱える経営上の悩みや課題の解決にワンストップで当たる。 

【 窓口開設日 】 

    平成 20 年 5 月 30 日（金）10 時～ 本会議所で「開所式」を開催する。 

【 関係資料 】 

  資料 1 平成 20 年度「地域力連携拠点」兵庫県内採択機関 

  資料 2 「地域力連携拠点」の支援の流れ 

 

※お問い合わせ先 

尼崎商工会議所 産業部   担当 栃尾・南田 電話 06-6411-2254 

以 上 
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【兵庫県】

採択機関 パートナー機関（予定）

※ 1 兵庫県商工会連合会
・篠山市商工会、加東市商工会、たつの市商工会、（財）ひょうご産業活性化センター、兵
庫県立大学、兵庫県立工業技術センター、但馬銀行、但馬信用金庫

2 南あわじ市商工会 ・淡路市商工会、五色町商工会、洲本商工会議所

3 神戸商工会議所
・明石商工会議所、三木商工会議所、小野商工会議所、芦屋市商工会、兵庫県商工会
連合会、（財）ひょうご産業活性化センター、（財）神戸市産業振興財団

4 姫路商工会議所
・赤穂商工会議所、相生商工会議所、龍野商工会議所、高砂商工会議所、加古川商工
会議所、西脇商工会議所、加西商工会議所、姫路信用金庫、西日本電信電話会社㈱姫
路営業支店、兵庫県立大学

5 尼崎商工会議所

・西宮商工会議所、伊丹商工会議所、宝塚商工会議所、川西市商工会、尼崎信用金庫、
(財)尼崎地域・産業活性化機構、協同組合尼崎工業会、(財)近畿高エネルギー加工技術
研究所、(株)エーリック、(株)あきない総合研究所、(株)関西経営サポートセンター、ＮＰＯ
法人兵庫県技術士会

6 兵庫県中小企業団体中央会 ・兵庫県信用組合

※ 7 （財）ひょうご産業活性化センター
・(財)新産業創造研究機構、（財）神戸市産業振興財団、(社)兵庫工業会、兵庫県商工会
連合会、兵庫県中小企業団体中央会、兵庫県立工業技術センター、尼崎信用金庫、但
馬銀行

※は、「事業承継支援センター」



経営支援情報
システム 等

地域力連携拠点の支援の流れ

経営診断による状
況把握

企業財務データの活
用等により

・経営指標分析

・同業種・規模で
比較

・将来見通しの提示

データ入力

データ活用

国等の支援施策

・政府系金融機関、信用保証、補助金

・ＪＥＴＲＯ等による海外進出支援 等

専門人材

（企業ＯＢ、コンサルタント、
中小企業診断士 等 ）

派 遣

地 域 力 連 携 拠 点
（コーディネーター）

コーディネーター候補：中小企業診断士、税理士、企業ＯＢ、優秀な経営指導員 等

新たな販路開拓
→流通業ＯＢ
→マーケティング専門家等

事業転換
→弁護士・税理士
→コンサルタント 等

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

システムの導入
→ ITコーディネータ等

ビジネスマッチング
→金融関係者
→技術指導員 等

悩む中小企業

・課題が見えない

・何か新しいことをしたい

・事業継続が不安

活 用

拠点に相談拠点に相談

○コーディネーターによる掘り起こし

○他機関との連携による案件発掘

¾パートナー機関 （金融機関、農協等）

¾業界団体

¾商工会・会議所

¾自治体 等

資料２

経営戦略の立
案

・経営力向上

・創業・新事業

・事業承継

・事業転換・再挑戦


